
神栖市



目 次

投資的経費・維持補修費の推移 ・・・・・ ９

将来負担額の推移 ・・・・・・・・・・・ １０

基金残高の推移 （一般会計）・・・・・・・ １１

主要財政指標の状況 ・・・・・・・・・・ １２

かみす家の家計簿 ・・・・・・・・・・・ １４

会計別決算総括表 ・・・・・・・・・・・ ３

一般会計歳入決算の状況 ・・・・ ・・・・４

市税の状況 ・・・・・・・・・・ ・・・・５

一般会計歳出決算の状況（性質別） ・・・ ６

一般会計歳出決算の状況（目的別） ・・・ ７

社会保障費の推移 ・・・・・・・・・・・ ８

- 2 -



令和５年度 会計別決算総括表

一般会計及び特別会計

会 計 名 予算額
決算額

歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

一 般 会 計 50,219 48,562 46,383 2,179
国民健康保険 9,964 9,499 9,437 62
介護保険 6,291 6,151 5,897 254
後期高齢者医療 1,048 1,041 1,039 2

特 別 会 計 小 計 17,303 16,691 16,373 318
合 計 67,522 65,253 62,756 2,497

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額

収 入 3,888 3,764
支 出 4,853 4,258

水道事業会計 （単位：百万円）

区分 予算額 決算額

収 入 4,034 2,948
支 出 4,254 3,136

下水道事業会計 （単位：百万円）

※収入額が支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額、繰越工事資金及び過年度分損益勘定留保資金
で補てんした。

※収入額が支出額に不足する額は、過年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
整額、繰越工事資金、過年度分損益勘定留保資金で補てんした。
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歳入： 48,562 百万円

令和５年度 一般会計歳入決算の状況

（単位：百万円）

自主財源
28,786 
59.2%

依存財源
19,776 
40.8%

市税
21,817
44.9%

繰越金
3,373
6.9%

繰入金
2,115
4.3%

諸収入等
1,481
3.1%

国庫支出金
7,670
15.8%

譲与税・各種交付金
4,049
8.4%

市債
3,457
7.1%

県支出金
2,749
5.7%

地方交付税
1,851
3.8%

歳入の内訳 歳入の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

R1 R2 R3 R4 R5

市税 繰越金 繰入金

諸収入等 国庫支出金 譲与税・各種交付金

市債 県支出金 地方交付税

諸収入等のうち、寄附金が、前年度比約１億５千７百万円、８５.４％の増となったものの、繰越金が、約１６億１千
１百万円、 ３２．３％の減、国庫支出金が、約６億４千万円、７.７％の減となったため、歳入全体で約３２億２千３
百万円、６.２％の減となりました。

（単位：百万円）

自
主
財
源

依
存
財
源

47,907

59,362

53,061 51,785
48,562

（年度）
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市税： 21,817百万円

令和５年度 市税の状況

市税の内訳

市税では、固定資産税が新築家屋や取得資産の増加により増額となったものの、法人市民税は業績が低下したことに
より減額となるなど、市税全体で前年度比約９千１百万円、０.４％の減となりました。

（単位：百万円） 主な税目毎の推移

5,808 5,788 5,712 5,748 5,898 

2,187 1,984 1,622 2,044 1,677 

12,736 12,635 12,283 12,601 12,745 

1,364 1,353 
1,422 

1,515 1,497 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R1 R2 R3 R4 R5

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他税

22,095 21,760 21,039
21,908 21,817

（単位：百万円）

（年度）

個人市民税
5,898 
27.0%

法人市民税
1,677 
7.7%

固定資産税
12,745 
58.5%

その他税＊
1,497 
6.8%

＊その他税：市たばこ税や軽自動車税等
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歳出： 46,383 百万円

令和５年度 一般会計歳出決算の状況（性質別）

歳出推移（性質別）
（単位：百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R1 R2 R3 R4 R5
人件費 扶助費 公債費

普通建設事業費 物件費 維持補修費

補助費等 積立金 投出資及び貸付金

繰出金

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
経
費

44,334

55,882

48,078 48,413
46,383

（単位：百万円）

（年度）

歳出内訳（性質別）

扶助費は、価格高騰重点支援給付金などの増により、前年度比約４億９千７百万円、４.６％の増 となりました。
補助費等は、鹿島地方事務組合分担金（環境事業分）などの増により、前年度比約１億８千２百万円、
２.４％の増となりました。
普通建設事業費は、はさき保健・交流センター建設工事などの減により、前年度比約２０億９千４百万円、
２９.９％の減となりました。

人件費
6,302 
13.6%

扶助費
11,309 
24.4%

公債費
1,727 
3.7%

物件費
9,370 
20.2%

維持補修費
578 
1.3%

補助費等
7,859 
16.9%

積立金
2,096 
4.5%

投出資及び貸付金
329 
0.7%

繰出金
1,906 
4.1%

普通建設事業費
4,907
10.6%

義務的経費
19,338 
41.7%

投資的経費
4,907 
10.6%

その他経費
22,138 
47.7%
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歳出： 46,383 百万円

令和５年度 一般会計歳出決算の状況（目的別）

歳出内訳（目的別）
議会費

244 
0.5％

総務費
5,988 
12.9％

民生費
17,387 
37.5％

衛生費
5,943 
12.8％

農林水産業費
789 
1.7%

商工費
641 
1.4％

土木費
4,617 
10.0％

消防費
2,551 
5.5％

教育費
6,496 
14.0％

公債費
1,727 
3.7％

歳出推移（目的別）
（単位：百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R1 R2 R3 R4 R5

議会費 総務費 民生費

衛生費 農林水産業費 商工費

土木費 消防費 教育費

公債費

44,334

55,882

48,078 48,413 46,383

（単位：百万円）

（年度）

民生費は、はさき保健・交流センター建設費などの減により、前年度比約１０億２百万円、５.４％の減となりまし
た。
衛生費は、鹿島地方事務組合分担金（環境事業分）などの増により、前年度比約７億３千万円、１４.０％の増となり
ました。
教育費は、はさきマリンプール建設費などの減により、前年度比約１１億５千５百万円、１５.１％の減となりまし
た。
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社会保障費の推移

社会保障費の推移

扶助費は、価格高騰重点支援給付金や障害福祉サービス費等の増により、増加となっています。
社会保障費全体では、扶助費や介護保険、後期高齢者医療への繰出金の増により、前年度比約５億９千１百万円、
４.４％の増となりました。

9,547 9,936 
12,256 

10,811 11,309 

667 718 

708 

699 696 
867 894 

937 

959 
1,005 

800 848 

894 

949 
997 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

R1 R2 R3 R4 R5

扶助費 繰出金（国民健康保険）

繰出金（介護保険） 繰出金（後期高齢者医療）

扶助費の財源内訳

5,494 

1,819 

214 

3,782 

R5

一般財源

分担金・負担金等

県支出金

国庫支出金

11,881 12,396

14,795
14,007

13,418

11,309
（単位：百万円）

（年度）
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投資的経費・維持補修費の推移 （上・下水道事業含む）

投資的経費・維持補修費の推移

投資的経費は、はさき保健・交流センターや、はさきマリンプールの完成に伴う事業費の減などに
より、前年度比約２８億７千２百万円、２９.０％の減となりました。
維持補修費は、道路補修工事費の増などにより、前年度比約８千６百万円、１１．１％の増となり
ました。

9,177 

7,401 
8,333 

9,905 

7,033 

1,643 
914 846 772 858 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

R1 R2 R3 R4 R5

投資的経費 維持補修費

（単位：百万円）

（年度）
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13,603 14,608 15,576 17,632 19,439 

4,311 4,235 4,274 
4,349 

4,356 8,076 8,355 8,672 
9,145 

9,356 7,048 6,546 6,045 
5,542 

5,041 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

R1 R2 R3 R4 R5

一般会計 水道事業会計 下水道事業会計 債務負担行為に基づく支出予定額（アリーナ建設費）

33,038 33,744 34,567
36,668

（単位：百万円） これまでのピーク

市
債
残
高

債
務
負
担
行
為
支
出
予
定
額

※このグラフの将来負担額は、各会計の市債残高及び債務負担行為に基づく支出予定額（アリーナ建設費）の合計としています。

（年度）

計 25,990 計 27,198 計 28,522

※赤字の金額は、各会計の市債残高の合計です。

将来負担額の推移

将来負担額は、将来の財政需要や災害に備えて適正規模の基金残高を確保するため、適債事業に市債
を積極的に活用したことにより、一般会計における市債の発行額が増加し、前年度比約１５億２千４
百万円の増となりました。

38,192

計 31,126

（単位：百万円）

将来負担額の推移

計 33,151
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基金残高の推移 （一般会計）

積立基金残高の推移

財政調整基金は、昨年度とほぼ同程度となっていますが、ふるさとづくり基金への積立額が増加し
たことにより、基金残高は、前年度比約４千６百万円、０.６％の増となり、令和５年度末残高は、
約７３億４千９百万円となりました。

5,840 5,883 

4,843 
5,459 5,456 

3,410 
2,953 

2,237 
1,844 1,893 

9,250 
8,836 

7,080 7,303 7,349 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

R1 R2 R3 R4 R5

財政調整基金 その他目的基金 合計

（単位：百万円）

（年度）
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主要財政指標の状況 ①

実質公債費比率の推移

5.5 5.5 

3.5 3.7 4.2 

6.7 6.5 6.3 6.4 

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0

R1 R2 R3 R4 R5
神栖市 県内市町村平均

指 標 神栖市 県内
平均

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 －
（赤字なし）

赤字団体
なし 11.84 20.0

連結実質赤字比率 －
（赤字なし）

赤字団体
なし 16.84 30.0

実質公債費比率
(３ヵ年平均） 4.2 6.4 25.0 35.0

将来負担比率 27.8 22.4 350.0

公営企業における
資金不足比率

－
（資金不足なし）

該当団体
なし

経営健全化
基準

20.0

健全化判断比率・資金不足比率

※健全化判断比率とは、４つの財政指標（実質赤字比率、連結実質赤
字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）の総称です。

（単位：％）

※県内平均は、令和４年度決算における県内市町村の平均値です。

将来負担比率の推移

26.6 
20.4 23.4 23.5 

27.8 

41.9 39.4 

28.8 
22.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

R1 R2 R3 R4 R5

神栖市 県内市町村平均

（単位：％）

（単位：％）
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主要財政指標の状況 ②
経常収支比率の推移（速報値）

81.1 
86.9 

91.4 91.3 94.1 

72.9 
78.2 

81.9 83.6 
88.3 

92.4 90.8
85.7 91.0 

65.0
70.0
75.0
80.0
85.0
90.0
95.0

100.0

R1 R2 R3 R4 R5
神栖市

神栖市（震災復興特区における課税免除分の影響除く）

県内市町村平均

財政力指数（３ヵ年平均）の推移

1.389 1.411 1.378 1.344 1.334 

0.706 0.707 0.689 0.677 0.667 

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6

R1 R2 R3 R4 R5
神栖市 県内市町村平均

財政指標の説明（単位：％）

※速報値のため，今後変更する可能性があります。

※将来負担比率とは
将来にわたって返済すべき市債残高等から返済に充てる基金
現在高を差し引いた額が、１年間の収入に対してどれだけを占
めているかの割合を示すものです。
（一般家庭に置き換えると、１年間の収入額を100とした場合、
今後返済する借金（住宅ローンなど）の返済額から、返済に充
てる貯金額を差し引いた額がどれだけになるかを示すものと言
えます。）

※実質公債費比率とは
１年間の収入に対する借金返済の負担割合を示すものです。

（一般家庭に置き換えると、１年間の収入額を100とした場合、
その年の借金（例えば住宅ローンなど）の返済額がどれだけを
占めているかを示すものといえます。）

※経常収支比率とは
財政構造の弾力性を表す指標で、地方税など使途が特定されて
いない毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費や公債費
など毎年度経常的に支出される経費に充てられたものが占める
割合です。
（家庭の家計に例えると、毎月の給料に対して、食費やローン
の返済など、毎月決まって支払わなければならない経費の割合
を表したものです。）

※財政力指数とは
地方公共団体の財政力を示す指数で、財政力指数が高いほど
財源に余裕があるとされています。

- 13 -



※上記の算出に用いている数値は、令和6年3月末現在の住民基本台帳世帯数：44,184世帯

かみす家の家計簿 ～神栖市の財政を１か月の家計に例えてみました～

市の財政状況を身近に感じていただくため、一般会計の令和５年度決算を、１か月の家計に例えています。
収入の中では、給料などの「自主財源」が大きな割合を占めていることがわかります。
支出の中では、食費や医療費などの「義務的経費」が、大きな割合を占めていることがわかります。

収 入

自

主

財

源

給料 422 千円

貯金の取り崩し 33 千円

親からの仕送り 258 千円

各種ローンの借入金 55 千円

収 入 合 計 768 千円

支 出

義
務
的
経
費

食費 100 千円

医療費 179 千円

ローンの返済 27 千円

光熱水費や通信費 148 千円

家・車の修理や買い替え 87 千円

家族や友人への援助 154 千円

友人への貸付や貯金 38 千円

支 出 合 計 733 千円

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費
普通建設事業費

補助費等
繰出金

投出資及び貸付金
積立金

市税、その他収入

地方交付税
国・県支出金
各種交付金 等

繰入金

地方債

0

家計に例えると
わかりやすいね
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